
令和７年度事業計画書 

 

Ⅰ 基本方針 

  当協会は、岐阜県内の市町村の健全な発展に寄与するため、市町村振興宝くじの収益交

付金等を財源とする支援事業を行い、もって住民福祉の増進に資するため定款に規定する

事業を積極的かつ効果的に実施する。 

 

Ⅱ 事業計画  

１ 市町村等に対する資金貸付事業（定款第４条第１項第１号） 

  

 「公益財団法人岐阜県市町村振興協会基金積立運用規定」第４条に定める基金の 

貸付対象事業に対し貸付を行う。 【予算額 ２７億円】 

 

  ①市町村の災害時における緊急融資事業及び災害防止対策事業  

②市町村等における緊急に整備を要する施設等整備事業 

  

 

貸付 予算枠 償還期限 償還方法 貸付利率 

 

長期 

 

 

２５億円 

１２年以内 半年賦元金均等償還 

（据置期間２年） 

「公益財団法人岐阜県

市町村振興協会資金貸

付細則」及び 

当協会内規「貸付利率

の特例について」の規

定による 

（R5実績 0.3％） 

５年以内 半年賦元金均等償還 

(据置期間 1年） 

 

短期 

 

２億円 

 

同一年度内 

 

一括償還 

 

２ 市町村振興宝くじ交付金の市町村への交付事業（定款第４条第１項第２号） 

 

（１）サマージャンボ宝くじ等交付金の配分 

【予算額 261,958千円】(R6▲20,724千円) 

 

サマージャンボ宝くじ等（市町村振興宝くじ）の収益金について岐阜県から交付さ

れる交付金から全国協会への納付分（交付金の１０分の１）及び協会の公益目的事業

に充てる額（交付金の１０分の４）を差し引いた額（交付金の約１０分の５）を市町

村交付金として配分する。 

 

（２）ハロウィンジャンボ宝くじ等交付金の配分 

【予算額 281,686千円】(R6▲12,056千円) 

 



 

ハロウィンジャンボ宝くじ等（新市町村振興宝くじ）の収益金について岐阜県か

ら交付される交付金の全額を県内市町村に地方財政法第３２条に定める事業財源の

交付金として配分する。  

 

 ※（１）（２）共に市町村への配分額は、均等割４０％及び人口割６０％として算出する。 

均等割配分の基となる市町村数は、交付時の実市町村数とし、人口割配分の基となる 

人口は、交付時直近の公表された国勢調査（令和２年国調）による人口とする。 

 

３ 市町村が共同して行う市町村振興事業への助成事業（定款第４条第１項第３号） 

市町村振興共同事業助成事業 【予算額 23,300千円】（R6▲380千円） 

  

岐阜県市長会、岐阜県町村会の運営に要する費用及び岐阜県市長会、岐阜県町村会

が行う市町村の振興並びに地方自治の発展に関する事業に対し費用の一部を助成する。 

 

① 市長会・町村会団体運営助成金       【10,000千円】（R6同額） 

② 市長会・町村会県民ふれあい会館入居費助成金【 7,760千円】（R6▲210千円） 

③ 地域活性化センター会費助成事業            【 4,410千円】（R6同額）  

④ 岐阜県農業フェスティバル助成事業          【 1,130千円】（R6▲170千円） 

  

４ 市町村職員等研修事業及び研修参加費助成事業（定款第４条第１項第４号） 

（１）市町村研修センター研修事業等 【予算額 88,140千円】 （R6▲408千円） 

（予定講座 59講座・受講予定延人数：7,890 人） 

 

 市町村研修センターでは、年間研修プログラムを企画する段階で「公益財団法人岐

阜県市町村振興協会研修センター研修企画委員会設置要綱」に定める市町村等の職員

により構成された研修企画委員会のご審議をいただいております。 

 プログラム企画に市町村職員が直接参加しご要望をいただくことで、より実効性の

ある研修とし、地方分権・地方創生時代に必要とされる有能な人材育成につながる研

修を行っております。 

また、受講対象者として、市町村及び地方公共団体の組合の職員に加え、市町村行

政サービスを提供する外郭団体や地域住民、ＮＰＯ法人等にも研修への参加を進めて

います。開催方法については、地域開催やオンライン研修の充実を図り受講者の時間

的、経済的負担を軽減する事でより参加しやすい研修にも努めております。 

 

① 基礎研修・・・市町村職員や関係機関の職員等が各職層において果たすべき役割 

を明らかにし、職員能力の向上を図ることで住民サービスの向上を 

目的とする。（延べ開催日数 117日） 

② 専門研修・・・職務遂行に必要となる多様な専門能力の向上を図り、より専門的 



な住民サービスの提供を目的とする。（延べ開催日数 86.5日） 

③ 特別研修・・・地域住民や NPO等の各種団体との合同研修を実施し、住民協働社 

会の推進等を図る。また、市町村議会議員及び保育士等その職務拡 

大等に伴い専門的能力の向上を目的とする。(延べ開催日数 8.0日) 

④ 行財政講演会・・・各市が建制順に当協会と共催し、開催市の特色のある、また 

             現在の社会・経済に合った講演会を各市町村の管理職を対象に 

開催する。 

（令和７年度の共催市は、土岐市を予定・開催日数 0.5日） 

 

（２）研修参加費助成事業 【予算額 56,000千円】（R6同額） 

① 研修事業助成金 

市町村等が市町村アカデミー等の公益団体等が主催する研修事業に職員を参加 

させる場合に、参加職員１名につき１０万円までを助成する。 

② 海外派遣研修助成金 

市町村等が研修のため職員を海外へ派遣する場合に、１名につき１０万円まで 

を助成する。 

 

５ 市町村の振興に関する情報提供事業（定款第４条第１項第５号） 

（１）データ放送による市町村情報発信事業 【予算額 11,159千円】（R6同額）  

 

ぎふチャン(岐阜放送)のデジタル放送やホームページを利用して、岐阜県内４２ 

市町村の行政情報、イベント情報、防災情報を発信し市町村の振興を支援する。 

     また、市町村振興宝くじ（サマージャンボ宝くじ等）、新市町村振興宝くじ（ハ

ロウィンジャンボ宝くじ等）の県内販売を促進するため、販売期間に合わせテレビ

放送生番組でのスタジオフリップ掲示やデジタル放送のバナー掲載ＣＭを行う。 

 

（２）エフエム放送による市町村観光・イベント等情報発信事業  

【予算額 11,968千円】（R6同額） 

    エフエム岐阜のエフエム放送を利用して、平日の朝夕の時間帯に岐阜県下の各市町

村の観光やイベント等の情報について、市町村の担当者とラジオパーソナリティに

より生放送を行う。 

     また、市町村振興宝くじ（サマージャンボ宝くじ等）、新市町村振興宝くじ（ハ

ロウィンジャンボ宝くじ等）の県内販売を促進するＣＭを番組内及びスポット的に

も土曜日、日曜日を含め販売期間の全日において行う。 

 

（３）ホームページの活用 【予算額 396千円】（R6同額） 

公益財団法人移行に合わせて新設したホームページにより、当協会の活動状況、

運営内容、財務資料等を公開し、また研修事業に関しては各市町村等とネットワー

ク化し効率よい連携を進める。 



     基   本   財   産   運   用   益

     特   定   資   産   運   用   益

          基     金      受      取      利     息

          基  金   受   取   利   息   振   替  額

          受取サ マ ー ジ ャ ン ボ 交 付 金 振替額

          受取オータ ム ジ ャ ン ボ 交 付 金

          臨       時        交        付       金

          全   国   協    会    等    助   成   金

          受取負担金(市長会共用費)

          受          取           利           息

          雑                 収                 益

収支予算書(損益ベース)
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（単位：千円）

科        目 予算額 前年度予算額 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経 常 増 減 の 部

基 本 財 産 受 取 利 息 231 231 0

74,923 71,638 3,285

   (1) 経 常 収 益

231 231 0

基 金 積 立 資 産 受 取 利 息 振 替 額 41,747 41,867 -120

     受   取   補   助   金   等 732,986 769,511 -36,525

基 金 積 立 資 産 受 取 利 息 11,709 11,829 -120

貸 付 金 受 取 利 息 21,467 17,942 3,525

臨 時 交 付 金 1 1 0

全 国 協 会 等 助 成 金 1,950 1,550 400

受 取 サ マ ー ジ ャ ン ボ 交 付 金 振 替 額 449,349 474,218 -24,869

受 取 ハ ロ ウ ィ ン ジ ャ ン ボ 交 付 金 281,686 293,742 -12,056

受 取 負 担 金 0 0 0

     雑           収          益 2 2 0

     受　 取   負   担   金   等 1 1 0

受 取 研 修 負 担 金 1 1 0

     経 常 収 益 計 808,143 841,383 -33,240

   (2) 経 常 費 用

受 取 利 息 0 0 0

雑 収 益 2 2 0

職 員 手 当 8,140 8,527 -387

福 利 厚 生 費 4,658 4,571 87

     事          業          費 737,727 771,294 -33,567

給 料 15,616 15,252 364

減 価 償 却 費 1,498 1,498 0

消 耗 品 費 2,151 2,379 -228

諸 謝 金 2,410 4,448 -2,038

旅 費 交 通 費 1,449 1,636 -187

光 熱 水 料 費 96 96 0

消 耗 什 器 備 品 費 100 100 0

会 議 費 75 66 9

印 刷 製 本 費 96 182 -86

支 払 手 数 料 326 345 -19

委 託 費 63,706 61,584 2,122

修 繕 費 366 366 0

通 信 運 搬 費 1,308 1,226 82

支 払 助 成 金 82,300 82,680 -380

サ マ ー ジ ャ ン ボ 支 払 交 付 金 261,958 282,682 -20,724

賃 借 料 6,664 7,467 -803

支 払 負 担 金 3,113 2,436 677

雑 費 10 10 0

ハ ロ ウ ィ ン ジ ャ ン ボ 支 払 交 付 金 281,686 293,742 -12,056

災 害 見 舞 金 1 1 0



科        目 予算額 前年度予算額 増減

          基     金      受      取      利     息

受取ハロウィンジャンボ交付金 ハロウィンジャンボ支払交付金

(注)
1.弾力条項　次の表の経常収益の欄に掲げる科目に係る金額が予算額に比して増加するときは、その増加した金額の範囲内に
おいて、経常費用の欄に掲げる科目について支出を増加することができる。

受取サマージャンボ交付金振替額
サマージャンボ支払交付金

全国協会納付金

経常収益 経常費用

     管          理          費 72,513 75,631 -3,118

職 員 手 当 1,732 438

福 利 厚 生 費 1,186 1,100 86

2,170

役 員 報 酬 500 500 0

給 料 4,797 4,710 87

消 耗 品 費 750 750 0

会 議 費 208 208 0

旅 費 交 通 費 645 723 -78

減 価 償 却 費 0 0 0

消 耗 什 器 備 品 費 50 50 0

修 繕 費 300 300 0

通 信 運 搬 費 276 264 12

印 刷 製 本 費 71 71 0

光 熱 水 料 費 120 120 0

賃 借 料 2,143 2,229 -86

支 払 負 担 金 2,177 1,609 568

支 払 手 数 料 314 314 0

委 託 費 63 63 0

雑 費 20 20 0

     経 常 費 用 計 810,240 846,925 -36,685

全 国 協 会 納 付 金 52,391 56,536 -4,145

広 報 宣 伝 費 4,332 4,332 0

     当 期 経 常 増 減 額 -2,097 -5,542 3,445

  ２．経 常 外 増 減 の 部

     評価損益等調整前当期経常増減額 -2,097 -5,542 3,445

     評 価 損 益 等 計 0 0 0

   (2) 経 常 外 費 用

      経 常 外 費 用 計 0 0 0

   (1) 経 常 外 収 益

      経 常 外 収 益 計 0 0 0

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 1,419,238 1,424,780 -5,542

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 1,417,141 1,419,238 -2,097

当 期 経 常 外 増 減 額 0 0 0

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 -2,097 -5,542 3,445

24,989

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

受 取 サ マ ー ジ ャ ン ボ 交 付 金 523,915 565,363 -41,448

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 21,862,138 21,784,710 77,428

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残 高 23,279,279 23,203,948 75,331

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 77,428 94,007 -16,579

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 21,784,710 21,690,703 94,007

基 金 積 立 資 産 受 取 利 息 44,609 44,729 -120

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 -491,096 -516,085



     基   本   財   産   運   用   益

     特   定   資   産   運   用   益

          基     金      受      取      利     息

          基  金   受   取   利   息   振   替  額

          受取サ マ ー ジ ャ ン ボ 交 付 金 振替額

          受取オータ ム ジ ャ ン ボ 交 付 金

          臨       時        交        付       金

          全   国   協    会    等    助   成   金

          受取負担金(市長会共用費)

          受          取           利           息

          雑                 収                 益

支 払 助 成 金

サ マ ー ジ ャ ン ボ 支 払 交 付 金

ハ ロ ウ ィ ン ジ ャ ン ボ 支 払 交 付 金

災 害 見 舞 金

雑 費

職 員 手 当

福 利 厚 生 費

諸 謝 金

旅 費 交 通 費

減 価 償 却 費

消 耗 品 費

会 議 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 料 費

消 耗 什 器 備 品 費

修 繕 費

通 信 運 搬 費

支 払 手 数 料

委 託 費

賃 借 料

支 払 負 担 金

1 1

10 10

82,300 82,300

261,958 261,958

281,686 281,686

63,706 63,706

6,664 6,664

3,113 3,113

366 366

1,308 1,308

326 326

75 75

96 96

96 96

1,449 1,449

1,498 1,498

2,151 2,151

100 100

8,140 8,140

4,658 4,658

2,410 2,410

   (2) 経 常 費 用

     事          業          費 737,727 737,727

15,616 15,616給 料

受 取 利 息 0 0 0

雑 収 益 1 1 2

     経 常 収 益 計 735,630 72,513 808,143

受 取 研 修 負 担 金 1 0 1

受 取 負 担 金 0 0 0

     雑           収          益 1 1 2

臨 時 交 付 金 1 0 1

全 国 協 会 等 助 成 金 200 1,750 1,950

     受　 取   負   担   金   等 1 0 1

     受   取   補   助   金   等 678,845 54,141 732,986

受 取 サ マ ー ジ ャ ン ボ 交 付 金 振 替 額 396,958 52,391 449,349

受 取 ハ ロ ウ ィ ン ジ ャ ン ボ 交 付 金 281,686 0 281,686

基 金 積 立 資 産 受 取 利 息 11,709 0 11,709

貸 付 金 受 取 利 息 3,327 18,140 21,467

基 金 積 立 資 産 受 取 利 息 振 替 額 41,747 0 41,747

231 231

基 本 財 産 受 取 利 息 0 231 231

56,783 18,140 74,923

収支予算書内訳表(損益ベース)
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（単位：千円）

科        目 公益目的事業会計 法人会計 合   計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経 常 増 減 の 部

   (1) 経 常 収 益

0



科        目 公益目的事業会計 法人会計 合   計

          基     金      受      取      利     息

職 員 手 当

役 員 報 酬

給 料

基 金 積 立 資 産 受 取 利 息 44,609

      経 常 外 費 用 計 0

   (1) 経 常 外 収 益

     評 価 損 益 等 計 0

全 国 協 会 納 付 金

広 報 宣 伝 費

印 刷 製 本 費

21,862,138

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残 高 23,279,279

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 21,784,710

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

受 取 サ マ ー ジ ャ ン ボ 交 付 金 471,524 52,391 523,915

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

44,609

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 -438,705 -52,391 -491,096

77,428 0 77,428

0 0

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

0 0 0

-2,097 0 -2,097

当 期 経 常 外 増 減 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

1,419,238

1,417,141

      経 常 外 収 益 計 0 0 0

   (2) 経 常 外 費 用

0 0

     当 期 経 常 増 減 額 -2,097 0 -2,097

  ２．経 常 外 増 減 の 部

     経 常 費 用 計 737,727 72,513 810,240

雑 費

4,332 4,332

     評価損益等調整前当期経常増減額 -2,097 0 -2,097

63 63

支 払 負 担 金

52,391 52,391

20 20

2,143 2,143

2,177 2,177

賃 借 料

委 託 費

300 300

276 276

修 繕 費

通 信 運 搬 費

314 314支 払 手 数 料

光 熱 水 料 費

750 750

208 208

消 耗 品 費

会 議 費

71 71

120 120

500 500

4,797 4,797

旅 費 交 通 費

減 価 償 却 費

2,170 2,170

1,186 1,186福 利 厚 生 費

645 645

0 0

     管         理           費 72,513 72,513

消 耗 什 器 備 品 費 50 50



資 金 調 達 及 び 設 備 投 資 、貸 付 事 業 収 支 の 見 込 み に つ い て

１．資金調達の見込みについて

２．設備投資の見込みについて

３．貸付事業収支の見込みについて
（単位：円）

公益目的事業会計

貸付事業収入

　長期貸付金償還収入 2,241,185,000

特定資産取崩収入

458,815,000

　貸付事業収入計（A） 2,700,000,000

　短期貸付金 200,000,000

　長期貸付金 2,500,000,000

　貸付事業支出計（B) 2,700,000,000

0

設備投資の予定　　な　し

（A）－（B）

　基金積立資産取崩収入

貸付金

令和７年４月１日～令和８年３月３１日まで

借入の予定　　な　し


